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研究成果の概要（和文）： 
本システムは、全体で９個のサブシステムの構成となることを示した。中でも、浸水被害予

測と住民の避難行動のサブシステムが主要部分を形成している。そこで、まず、浸水被害予測

のサブシステムとして、福岡市の那珂川下流域を事例として、家屋が密集した河岸における越

流量公式の提案、及び、地上・地下空間に対する平面 2 次元浸水被害予測シミュレーション手

法の構築を行った。これに基づく予測情報を住民に提供して早期避難を図るため、次に、避難

のサブシステムについて、豪雨時における住民の予測・避難情報に対する危険性の認識と避難

行動との関係性などを明らかにした。  

 
研究成果の概要（英文）： 
  The present study deals with a system for early warning and evacuation of inhabitants during flood 
events. This system is composed of 9 sub-systems. Prediction of inundated areas and evacuation 
behavior of inhabitants plays major role as the sub-systems. As the former one, two-dimensional flood 
model are proposed for a dense urban area with underground spaces. As the latter one, evacuation 
behavior of inhabitants is examined during flood events. 
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１．研究の背景 

福岡都市圏流域では、この 10 年の間に３
度も洪水氾濫が発生した。まず、御笠川と
宇美川が、1999 年と 2003 年の短期間に２
回も洪水氾濫を引き起こし、次に、都心部
を流れる那珂川と樋井川が 2009 年７月に
洪水氾濫を発生させた。いずれの水害に対
しても、防災関係機関の対応は遅れ、“危
機管理システム”の弱点を露呈させた。御

笠川など福岡都市圏流域は比較的小流域で
あるため、浸水防御、避難などの余裕がな
い。従って、それらの早急な準備を行うた
めには、浸水被害の早期警戒避難システムの
構築が必要である。 
  
２．研究の目的 
浸水被害の早期警戒避難システムは、全体

で９個のサブシステムの構成となる。中でも、
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図-1 9 時 00 分における天神地区の浸水深分布
（矢印：河川からの氾濫地点） 

浸水被害予測と住民の避難行動のサブシス
テムが主要部分を形成している。従って、本
研究は、まず、（1）浸水被害予測システム
の開発と、（2）住民の避難行動について調査
研究を実施し、最後に（3）早期警戒避難シ
ステムの構築について考察した。 
 
３．研究の方法 

浸水被害予測システムについては、事例解
析を通じて浸水被害予測シミュレーション
手法の完成度を上げていく必要がある。対象
地域は氾濫の危険性が以前から指摘されて
きた那珂川下流域である。 

一方、住民の避難行動については、2009 年
に浸水被害があり、2010 年には避難勧告発令
があった福岡市郊外の那珂川町を対象とし、
アンケート調査により研究を実施した。 
 
４．研究成果 
（1）浸水被害予測システムの開発 
①目的 那珂川は、福岡市の中心部を流れ、
治水安全度が極めて低いと言われている。特
にその下流域には、九州最大の商業地域の天
神・中洲地区があり、ビル、店舗が密集する
とともに、地下街、地下鉄駅、個別ビルの地
下店舗など大小の地下空間が複雑に展開し
ている。このような地域にひと度、洪水氾濫
が起これば、福岡市の中心部は甚大な物的・
人的被害が予想される。 

ここでは、事例解析として、那珂川下流域
を対象とし、ある想定降雨のもと、天神・中
洲地区における地上・地下空間の平面 2次元
浸水予測シミュレーションを行った。 

 
②方法 那珂川下流には左から薬院新川が
合流するとともに、右からは博多川が分岐・
合流している。河岸沿いにはビルが密集する
とともに、支川の薬院新川左岸側には天神地
下街や地下鉄駅の出入口が近接している。ま
た、博多川左岸側の中洲地区には密室性の強
い地下店舗をもった個別ビル群が密集して
いる。 

 

想定降雨は、御笠川流域で浸水被害を発生さ
せた 1999 年 6 月 29 日気象庁福岡管区気象台の
観測降雨とする。その降雨が那珂川流域に一
様に降った場合を想定した。 
河道部では洪水流の１次元不定流解析、氾

濫場では橋本ら(2003)の市街地氾濫解析モデ
ルを適用した氾濫解析、地下空間の浸水では
平面２次元浸水解析をそれぞれ行った。ここ
に、河道部からの越流量の評価は建物群の影
響を考慮し、市街地氾濫解析では密集した建
物群の面積密度と形状抵抗を考慮した点が、
本シミュレーション手法の特徴である。また、
この手法は土砂氾濫を伴う場合についても
有効である。 

 
③研究結果 
本想定降雨の場合、まず内水氾濫が先行し、

その後、本・支川からの洪水氾濫が発生した。
従って、内水氾濫に外水氾濫が重畳した複合型
水害となった。 
図-1 に 9 時 00 分における天神地区の浸水深

分布の計算結果を示す。 
まず、降り始めからすぐに今泉地区など流

域各地において内水氾濫が生じた。 
次に、那珂川本川では、春吉橋、住吉橋付

近の左岸において越流が発生した。春吉橋付
近では、9時 00分頃に浸水のピークを向かえ、
最大浸水深は 0.93m にも及んだ。 

 図-2 9 時 00 分における地下鉄駅コンコースでの浸水深分布 



 

 

博多川では、キャナルシティー博多付近の
両岸から越流が発生した。この付近の中洲地
区には地下店舗を有する個別ビルが多くあ
り、危険性が高いことが予測された。 

さらに、薬院新川では、新川橋付近 (左岸)、
新開橋～姿見橋間(右岸)から氾濫が発生した。 
新川橋付近の左岸からの氾濫流は、近接の地
下鉄駅出入口にも流下していった。天神地区
では 9 時 00 分頃に浸水のピークを迎えた。
このとき地下鉄駅出入口付近では最大浸水
深が 0.49m にも及んだ。 
地下鉄駅出入口では地盤から高さ約 80cm の

止水版が準備されている。想定される洪水氾濫
に対しては、所定の止水版を設置することで地
下浸水を防ぐことは可能である。しかし、降雨
開始から浸水のピークに達するまでには約 1 時
間 20 分しかなく、止水版設置に時間的な余裕が
ない。従って、止水版の設置が間に合わないと
仮定すると、氾濫流は地下空間に流入すること
となる。流入量が最も多いのが地下鉄の 5 番、6
番出入口である（図-2）。 

従って、次に、浸水の危険性の高い地下鉄
駅コンコースについて平面 2 次元浸水解析を
行った。図-2は、地下鉄駅コンコース(地下 1
階)での 9 時 00 分における浸水深分布のシミ
ュレーション結果である。 8 時 00 分頃、6
番出入口より浸水が始まり、駅ホーム(地下 2
階)への浸水が始まった。その 23 分後にはコ
ンコース一体が浸水した。コンコース部にお
いて9時00分頃ピークを迎え、最大水深48cm、
平均水深は 19cm となった。 
地下鉄駅コンコースから各エリアへの流

入量を求めると、地下鉄駅出入口からの総流
入量の約 70％が地下鉄駅ホーム(地下 2 階)に
流れ込んだ。地下鉄駅ホームへの浸水により、
地下鉄の運行に支障をきたすが、一方で、地
下街は軽微な浸水被害で済むこととなった。 
 
（2）住民の避難行動に関する調査研究 
①目的 前節の浸水被害予測システムを用
いると、浸水の予測情報を地域住民に提供し、
早期避難を実行するシステム構築が可能と
なる。そのためには、事例調査により、水害
時の住民の避難行動を調べる必要がある。 

2009 年 7 月 24 日から 26 日にかけて、総雨
量が最大で 613mm もの豪雨が九州北部を襲
い、福岡県全体で、死者 10 名、浸水被害 5,222
棟、土砂災害 1,126 件におよぶ甚大な被害が
発生した。さらに、翌年の 2010 年 7 月 12 日
から 14 日にかけて再び豪雨が襲い県内各地
で被害が発生した。福岡都市圏流域では、
2009 年に水害のあった地域を中心として、
2010 年も、樋井川、那珂川などの各流域で水
害の発生が懸念され避難勧告が発令された。  

ここでは、住民にアンケート調査を実施し、
豪雨時における地域住民の対応・意識や避難
行動を明らかにしたものである。研究対象は、

福岡都市圏流域において、2009 年に激甚な水
害を経験し、2010 年の豪雨時には再びその発
生が心配された那珂川流域とした。 
 
②調査の方法 
アンケート調査は 2010 年 11 月 22 日から

12 月 20 日にかけて行った。設問は、2009 年
および 2010 年水害時の被害内容と災害対
応・意識など 42 項目について選択方式と記
述方式とから構成された。対象地区は、2009
年に甚大な洪水氾濫被害が発生し、2010 年に
は避難勧告が発令された那珂川町西隈地区
とした。配布数は 107 件、回答件数は 95 件、
回収率は 88％であった。回答者の性別は男性
53％、女性 46％であった。回答者の年代は、
60 歳代が 35％で最も多く、70 歳以上の高齢
者は 26％も占める。居住条件は、平屋に住ん
でいる住民が 17％、2 階建以上または高台に
住んでいる住民が 82％であった。 
 
③調査結果  
 
1）豪雨情報の収集 

2009 年の豪雨時に、テレビ・ラジオやイン
ターネット等を通して、自ら情報を得た住民
は回答者の内 60％で、受動的に情報を得た住
民は 27％であった。一方、2010 年の豪雨時
に、自ら情報を得た回答者は 46％、受動的に
情報を得た回答者は 22％であった。情報を求
めなかったという回答者は、2009 年は 9％、
2010 年は 8％程度であった。 

図-3 に、2009 年、2010 年豪雨時に回答者
の住民が災害情報を得ようとしたきっかけ
を示す。ここに、N は回答者数、Ntは回答総
数である。両年とも、情報を得た回答者の 6
～8 割が、雨の降り方や河川水位などのリア
ルタイムの現象に異常を感じ、情報を得るき
っかけとしていた。2009 年水害の場合、住民
は 8時半～11時に集中して水害情報を求めた。
災害の経過から見ると、危険水位突破後の水
位上昇や、時間雨量 60mm を越える降雨に異
常性を感じたことが伺える。 
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図-3 情報を得ようとしたきっかけ（複数回答）

{2010 年(N=48, Nt=116)，2009 年(N=63, Nt=159)}



 

 

一方、2010 年水害の場合、情報収集を行っ
た時刻は、6 時から 9 時に集中した。降雨ピ
ークの時刻が早朝であったため、起床時刻が
影響していることも考えられた。 

 
2）豪雨時の避難の呼びかけ 

2009 年の豪雨時に、回答者の 44％が避難
を呼びかけられたが、31％は避難を呼びかけ
られなかった。一方、2010 年の豪雨時には、
回答者の 25％が避難を呼びかけられ、35％が
呼びかけられていなかった。 

避難の呼びかけを受けた住民に対して、避
難の呼びかけがどこからあったかを尋ねる
と、2009 年、2010 年ともに組長・区長から
が最も多く、それぞれ 56％、77％であった。
次いで、隣近所からがそれぞれ 33％、31％で
あった。避難の呼びかけの伝達手段は戸別訪
問によるものが最も多く、次いで電話による
伝達であった。 

 
3）住民の避難行動 

回答者の住民の避難率は、2009 年では 22％、
2010 年では 7％であった。一方、避難しなか
った住民は 2009 年で 67％、2010 年で 66％で
あった。 

図-4に、回答者の住民が避難を決断した理
由を示す。これより、2009 年、2010 年とも
に自宅前の道路が浸水したため避難した住
民が最も多く、次いで、雨の降り方の激しさ
や、川の水位によって避難を判断していた。
また、避難の呼びかけをきっかけに避難した
住民は 2009 年では 29％であったが、2010 年
では 0％であった。 

図-5 に回答者が避難をしなかった理由を
示す。2009 年では、避難をしなかった回答者
のうち過半数の 55％の住民が「避難する方が
危険だと判断した」と回答した。次いで、40％
の住民が「自宅の 2 階以上に避難すれば大丈
夫と判断した」と回答した。2 010 年では、
43％の住民が「避難する程の状況ではないと
思ったため」と回答した。 

従って、2009 年水害では、避難した住民の
多くは、危険が目前に迫りあわてて避難し、
避難しなかった住民の多くは、避難判断が遅
れ、屋外が危険な状態となってしまったため、
避難するよりも自宅待機をより安全と考え
た。一方、2010 年水害では、避難するほどの
危険性を感じなかったと考えられる。 

2010 年豪雨時に危険を感じたかどうか尋
ねた。その際、住民が実際に避難行動を起こ
したかどうかも尋ねた。回答者の過半数の
56％は危険を感じたが、その内わずか 6％の
住民しか実際に避難行動を起こしていない。 

住民は雨の降り方、川の流れ、道路の浸水
状況などに危険性を感じ、水害発生の可能性
を考えていた。しかしながら、危険性を感じ
水害発生の可能性を考えたとしても、当時の 
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図-6 避難行動のタイミング(複数回答) 

(N=95，Nt=303) 



 

 

それらの危険性の程度では実際に避難行動
に移す住民は少なかった。  
 
4）災害後の住民の意識 

住民に「今後もし避難するとしたら、どの
ような時に避難しますか」と尋ねた。図-6に
その回答の結果を示す。大雨・洪水警報や土
砂災害警戒情報など予警報の発令をきっか
けとして避難する住民は少なく、降雨の異常
性や河川氾濫・斜面崩壊の危険性を感じた時、
あるいは家屋の浸水などをきっかけとして
避難を決断するとした住民が多くいる。一方
で、多くの回答者が役場や地域からの避難の
呼びかけがあれば避難するとしている。 

道路の浸水や雨の降り方、川の流れの異常
性など目前の現場の状況から判断される危
険性の感知だけでは、その危険性の程度によ
り、避難行動の判断が大きく分かれる。従っ
て、役場や地域からの避難の呼びかけなどを
工夫し、住民が感知する危険性のレベルを底
上げして避難行動に移させる仕組みが必要
である。 
 
（3）早期警戒避難システムの構築 
 本システムは、浸水被害予測のサブシステ
ムに基づく予測情報を地域に提供し、地域住
民の早期避難を図るものである。 
しかしながら、住民の実際の避難行動は、

気象警報等の予測情報や地域からの避難の
呼びかけではなく、道路の浸水や雨の降り方、
川の流れの異常性など目前の現場の状況か
ら判断される危険性の程度に基づいていた。
市町村や地域からの避難の呼びかけを工夫
するなどして、地域住民が感知する危険性の
レベルを底上げし、予測情報を利用した避難
判断を行えるようなシステム構築が必要で
ある。 
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